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1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-別添 7-1「安全対策工事に伴う掘削前の状態における耐震計算の方

針」の耐震計算書作成フローに基づき作成した。耐震計算書作成フローを図 1－1 に示

す。 

耐震評価については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽が基準地震動Ｓｓに

対して十分な構造強度を有していることを確認するものである。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に要求される機能維持の確認は，地震応答解析に基

づく構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。また，低圧原子炉

代替注水ポンプ格納槽の一部である低圧原子炉代替注水槽については，貯水機能に対す

る評価を行う。 

図 1－1 別添 7-2 における耐震計算書作成フロー 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 位置図 
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2.2 構造概要 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3～図 2－5

に，概略配筋図を図 2－6～図 2－8 に示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，低圧原子炉代替注水槽を有し，低圧原子炉代替

注水ポンプ等を間接支持する幅 26.6m（EW 方向）×13.4m（NS 方向），高さ約 21.2m の鉄

筋コンクリート造の地中（一部地上部を含む）構造物であり，直接又はマンメイドロック

（以下「ＭＭＲ」という。）を介して十分な支持性能を有するＣＭ級及びＣＨ級岩盤に支持

される。 

図 2－2 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 
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図 2－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

：貯水機能を有する部材 

図 2－4 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 
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：貯水機能を有する部材 

図 2－5 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 
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図 2－6 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 2－7 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－8 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 
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2.3 評価方針 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大

事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分類され，一部に低圧原子炉代替注

水槽を有している。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の耐震評価フローを図 2－9 に示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，Ⅵ-2-別添 7-2-4「低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の地震応答計算書（掘削前）」より得られた地震応答解析の結果に基づき，重

大事故等対処施設の評価として，表 2－1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基

礎地盤の支持性能評価を行う。構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を

実施することで，構造強度を有することを確認し，これにより常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備を支持する機能を維持することができる。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-別添 7-2-4「低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽の地震応答計算書（掘削前）」より得られた地震応答解析の結果に基づき，曲

げ・軸力系の破壊に対しては構造部材の照査用ひずみが許容限界を下回ること及び曲

げ応力度が許容限界以下であることを確認する。せん断破壊に対しては照査用せん断

力が許容限界を下回ること及びせん断応力度が許容限界を下回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅵ-2-別添 7-2-4「低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の地震応答計算書（掘削前）」より得られた地震応答解析の結果に基づき，基

礎地盤に発生する接地圧が許容限界を下回ることを確認する。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の一部である低圧原子炉代替注水槽は，常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備であり，貯水機能を損なわないこと

が要求されるため，構造部材の貯水機能に対する評価を併せて実施する。 
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図 2－9 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 耐震評価フロー 
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表 2－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

照査用ひずみ

及び照査用せ

ん断力が許容

限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地

圧が許容限界

を下回ること

を確認 

岩盤の極限支持力度＊ 

貯水機能を維持

すること 
貯水機能 

鉄筋コンク

リート部材 

照査用ひずみ

及び照査用せ

ん断力が許容

限界を下回る

ことを確認 

曲げ・軸力 限界ひずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年）

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会）
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3. 耐震評価

3.1 評価対象断面 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の評価対象断面位置を図 3－1 に示す。構造物の耐

震設計における評価対象断面はＡ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面とする。Ｃ－Ｃ断面について

は，機器・配管系に対する応答加速度抽出断面として選定するが，耐震評価は安全対

策工事に伴う掘削後の評価で代表させる。 

評価対象断面図を図 3－2 及び図 3－3 に示す。 

図 3－1 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面位置図 
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図 3－2 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面位置） 

 図 3－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面位置） 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1，材料物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 

コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

埋戻コンクリート 
設計基準強度 18.0N/mm2 

ＭＭＲ 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 
2.50×104 24.0*1 

0.2 
埋戻コンクリート 

2.20×104 22.6*2 
ＭＭＲ 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）（以下「土木学

会マニュアル 2005」という。）に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひず

み 1.0％）とする。 

土木学会マニュアル 2005 では，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コン

クリートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリート

ひずみが 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，

屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション

等の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての

安定性が確保できるとして設定されたものである。 

低圧原子炉代替注水槽における貯水機能を損なわないことの確認については，

コンクリート標準示方書（土木学会，2002 年）（以下「コンクリート標準示方

書」という。）に基づき，主筋ひずみ及びコンクリートの圧縮ひずみについて，

部材降伏に相当するひずみ（主筋ひずみ 1725μ，コンクリート圧縮ひずみ 2000

μ）とする。 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

確認項目 許容限界 

構造強度を有すること 
限界 

ひずみ 

圧縮縁コンクリートひずみ：1.0％（10000μ） 

貯水機能を維持すること 
主筋ひずみ（SD345）：1725μ 

コンクリート圧縮ひずみ：2000μ 
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(2) せん断破壊に対する許容限界 

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，土木学会マニュアル 2005 に基づ

き，棒部材式で求まるせん断耐力とする。 

 

3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級又はＣＨ級岩盤 9.8 
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3.4 評価方法 

地震応答解析により算定した照査用応答値が，「3.3 許容限界」に示す許容限界以

下であることを確認する。 

 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊に対する照査に対して，地震応答解析

により算定した照査用ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以下であることを確

認する。 

曲げ・軸力系の破壊に対して照査値が最大となる地震動及び解析ケースでのひ

ずみの時刻歴波形及び発生位置を図 3－4 及び図 3－5 に，せん断破壊に対する照

査値最大時の断面力図を図 3－6 及び図 3－7 に示す。 
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注：圧縮を正で示す。 

 

 

図 3－4 曲げ・軸力系の破壊に対する照査におけるひずみの時刻歴波形 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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注：圧縮を正で示す。 

 

 

図 3－5 曲げ・軸力系の破壊に対する照査におけるひずみの時刻歴波形 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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図 3－6 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－））  

数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 
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図 3－7 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－））  

数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 
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3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては基礎地盤に発生する接地圧が許容限界以下

であることを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－1 及び表 4－2，せん断

破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 4－3 及び表 4－4 に示す。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の照査用ひずみ及び照査用せん断力が許容限界以

下であること又は照査用圧縮応力度，引張応力度及びせん断応力度が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
267μ 10000μ 0.03 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

表 4－2 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

③ 
Ｓｓ－Ｄ

（＋－） 
248μ 10000μ 0.03 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ（＝1.2） 
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表 4－3 せん断破壊に対する最大照査値（Ａ－Ａ断面） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

頂版 2 ① Ｓｓ－Ｄ（－＋） 663 1264 0.53 

側壁 12 ① Ｓｓ－Ｄ（＋－） 1066 1837 0.59 

床版 5 ① Ｓｓ－Ｄ（＋－） 490 1394 0.36 

底版 6 ① Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 1270 3100 0.41 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ（＝1.05） 

 

表 4－4 せん断破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

頂版 1 ① Ｓｓ－Ｄ（－－） 353 832 0.43 

側壁 4 ① Ｓｓ－Ｄ（＋－） 845 1763 0.48 

底版 2 ① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1365 3162 0.44 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ（＝1.05） 

  



 

25 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
7-
2-
5 
R0
 

 

（Ａ－Ａ断面） 

 

（Ｂ－Ｂ断面） 

図 4－1 評価位置 
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4.2 貯水機能に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－5 及び表 4－6 に，せん

断破壊に対する各評価位置での最大照査値を表 4－7 に示す。 

低圧原子炉代替注水槽の照査用ひずみ及び照査用せん断力が，貯水機能に対する許

容限界以下であることを確認した。 

 

表 4－5 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面）（コンクリート） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
248μ 2000μ 0.13 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

表 4－6 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面）（主筋） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ＊ 

εｄ 

限界ひずみ 

εＲ 

照査値 

εｄ/εＲ 

① 
Ｓｓ－Ｆ２ 

（＋＋） 
610μ 1725μ 0.36 

注記＊：照査用ひずみεｄ＝発生ひずみε×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

表 4－7 せん断破壊に対する最大照査値（Ｂ－Ｂ断面） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

頂版 1 ① Ｓｓ－Ｄ（－－） 353 832 0.43 

側壁 4 ① Ｓｓ－Ｄ（＋－） 845 1763 0.48 

底版 2 ① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 1365 3162 0.44 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ（＝1.05） 
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4.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 4－8 及び表 4－9 に示す。また，最大接

地圧分布図を図 4－2 及び図 4－3 に示す。なお，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の

基礎地盤には一部ＭＭＲが存在するが，ＭＭＲの支圧強度は岩盤の限界支持力度より

十分に大きいことから，評価を省略する。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支持力

度を下回ることを確認した。 

 

表 4－8 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
3.14 9.8 0.33 

 

表 4－9 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
2.65 9.8 0.28 
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E 図 4－2 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 

図 4－3 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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